
網代その９地区地籍調査業務委託 

【特記仕様書】 

 

 第１章 総則 

 （適用） 

第１条 本仕様書は、熱海市（以下「委託者」という。）が実施する「網代その９地区地籍調査業

務委託」（以下「本業務」という。）に適用する。 

 （目的） 

第２条 本業務は、津波による浸水が想定される区域において、国土調査法に基づく地籍調査を

実施し、地籍の明確化を図ることを目的とする。 

 （作業規定） 

第３条 本業務の実施に当たっては、本仕様書及び請負契約書のほか、次に掲げる関係法令等を

遵守して行わなければならない。 

 (1) 国土調査法（昭和２６年法律第１８０号） 

 (2) 国土調査法施行令（昭和２７年政令第５９号） 

 (3) 地籍調査作業規程準則（昭和３２年総理府令第７１号） 

 (4) 地籍調査作業規程準則運用基準（平成１４年国土国第５９０号国土交通省土地・水資源局

長通達） 

 (5) 地籍図の様式を定める省令（昭和６１年総理府令第５４号） 

 (6) 地籍簿の様式を定める省令（昭和５３年総理府令第３号） 

 (7) 地籍調査事業工程管理及び検査規程（平成１４年国土国第５９１号国土交通省土地・水資

源局長通知） 

 (8) 地籍調査事業工程管理及び検査規程細則（平成１４年国土国第５９８号国土交通省土地・

水資源局国土調査課長通知） 

 (9) 地籍調査事業（外注）実施要領（平成１５年４月１日国土国第５０４号国土調査課長通知） 

 (10)地籍測量及び地積測定における作業の記録及び成果の記載例（平成２０年国土国第２６７

号国土交通省土地・水資源局国土調査課長通知） 

 (11)その他関係法令及び通達 

 

 



 （業務計画） 

第４条 受託者は、本業務の実施に当たり、次に掲げる書類を作成するとともに、委託者に提出

し、その承諾を受けるものとする。業務計画を変更しようとするときも同様とする。 

 (1) 業務委託着手届、兼業務代理人等通知書 

 (2) 業務代理人等経歴書 

 (3) 業務実施計画表 

 (4) 作業計画書 

 (5) 業務委託完了報告書 

 (6) その他委託者の指示する書類 

２ 主任技術者及び業務代理人は、測量法第４９条に基づき登録をされた測量士、土地家屋調査

士、土地改良換地士、又は土地区画整理士の資格を有する者、又は補償コンサルタント登録規

定により管理技術者に登録された者、地籍主任調査員で委託者が適当と認めた者であることと

し、作業に従事する者を含め従事者名簿を提出するものとする。 

 （使用機器） 

第５条 本業務に使用する機器は、測量精度を十分保持し得るものとし、受託者は使用機器名を

記載した書類及び検定証明書を委託者に提出し承認を得るものとする。 

 （秘密厳守） 

第６条 受託者は、本業務の実施に当たり、国土調査法第３６条に基づき次の事項を厳守するも

のとする。 

 (1) 受託者は、業務上知り得た個人情報を外に漏らしてはならない。 

 (2) 業務上収集した情報を委託者の許可なく複写及び加工し、庁外に持ち出してはならない。 

 （身分証明書及び土地立入） 

第７条 受託者は、本業務の実施に当たり、他人の土地に立ち入るときは、次の事項を厳守する

ものとする。 

 (1) 受託者は、業務の実施に当たり、委託者が貸与する国土調査法第２４条第３項の規定に基

づく身分証明書を常時携帯し、関係人から請求があった場合はこれを提示すること。 

 (2) 調査のため他人の土地に立ち入る場合は、あらかじめ当該土地所有者又は占有者にその旨

を伝えること。 

 (3) 受託者は、本業務が終了したときは、速やかに身分証明書を委託者に返却すること。 

 



 （損害補償） 

第８条 本業務の実施に当たり、受託者が第三者に与えた損害は、受託者の責任において補償す

るものとする。 

 （工程管理） 

第９条 受託者は、本業務の実施に当たり、地籍調査事業工程管理及び検査規程に従い、作業者

による自主点検を徹底するものとし、点検を行った箇所に検付を行うものとする。 

２ 受託者は、主任技術者による工程ごとの自社点検を徹底するものとし、点検を行った箇所に

は赤で検付を行うものとする。 

３ 受託者は、現場作業日誌を作成し、進捗状況等を委託者に報告するものとする。 

４ 受託者は、工程ごとに委託者が指定する工程管理者の指示する帳票等を提出し、点検を受け

なければならない。 

 （成果の検定） 

第１０条 受託者は、委託者より指示があった場合、第三者機関による測量成果検定を受けなけ

ればならない。 

２ 測量成果検定を受けた場合は、本業務の成果品に加え、第三者機関が発行する検定証明書及

び検査成績表を成果品として納入するものとする。 

 （紛争の回避） 

第１１条 受託者は、本業務の実施に当たって、次に掲げることに留意し、紛争の回避に努めな

ければならない。 

 (1) 交通及び保安上問題が生じる恐れがある場合は、あらかじめ所轄官公庁と十分な打ち合わ

せの上実施すること。 

 (2) 本業務の従事中は、常に言動には十分注意し、無益の摩擦や紛争を起こさないこと。 

 (3) 本業務の従事中に事故が生じた場合は、所要の措置を講じるとともに事故発生の原因、経

過及び事故による被害の内容等について速やかに委託者に報告すること。 

 （かし担保） 

第１２条 本業務の終了後において、形状寸法、又は観測値、測距離並びに計算値などに誤りを

発見された場合は、受託者は受託者の負担において補正等を行うものとする。 

 （疑義の解決） 

第１３条 本仕様書において疑義が生じた場合又は明記されていない事項が生じた場合は、委託

者と受託者が協議の上、決定するものとする。 



 第２章 業務の概要 

 （業務の内容） 

第１４条 本業務は、国土調査法に基づく地籍調査測量作業及び一筆地調査作業を地上数値法に

より実施するものとする。 

 （作業工程） 

第１５条 本業務における作業工程は次に掲げるとおりとする。 

 (1) 一筆地調査（Ｅ工程（Ｅ－１）：調査図素図作成・地元説明会） 

 (2) 一筆地調査（Ｅ工程（Ｅ－２）：現地調査の通知・現地立会作業） 

 （打合せ協議） 

第１６条 打合せ協議は、着手時及び最終時の２回以上とし、必要に応じ中間時の打合せを実施

するものとする。また、他機関との協議が必要な場合には、必要に応じて立会うものとする。 

 

 第３章 一筆地調査（Ｅ工程） 

 （一筆地調査） 

第１７条 本作業は、現地立会調査に係る登記簿調査等、調査図素図等作成に係る工程とし、次

に掲げる事項を考慮の上行うものとする。 

 (1) 受託者は、本作業のため、主任技術者（土地家屋調査士、土地改良換地士、又は土地区画

整理士の資格を有する者、又は補償コンサルタント登録規定により管理技術者に登録された

者、地籍主任調査員で委託者が適当と認めた者）を置くものとする。 

 (2) 受託者は、業務委託契約を締結後、速やかに、一筆地調査の作業進行予定表を作成し、委

託者に提出するものとする。 

 (3) 筆ごとの調査については、分筆経過等を事前調査し、調査票持参の上、現地にて境界確認

調査を必要に応じて班編成（一班２人以上の体制）にて実施するものとする。 

 (4) 受託者は、業務委託契約を締結後、速やかに、調査作業員の経歴証明書（区分については

詳細に記載）を委託者に提出するものとする。 

 

 (5) 受託者は、境界確認作業について、事前に立会者名簿（日程表）を作成して立会人に通知

し、地籍調査票に立会日及び立会人氏名を記入の上、押印させるものとする。 

 (6) 受託者は、立会日程等について委託者と事前に打合せを行い、効率的に作業を進めなけれ

ばならいない。 



 (7) 境界杭及び杭番号プレート（国土調査専用）は、委託者の指示するものを使用するものと

する。 

 (8) 境界基準杭は、プラスチック杭（4.5cm×4.5cm×45cm以上）とする。 

 (9) 調査完了（成果品納入）後において、細部測量実施中に土地所有者等から境界杭の位置の

変更等が発生した場合には、受託者の責任において、発生日から２日以内に再調査の上、境

界杭の埋設を行わなければならない。 

 (10)受託者は、本業務を第三者に委任し、請け負わせ、又はそれに準じるような行為をしては

ならない。 

 (11)市町村境界杭は、コンクリート杭（10cm×10cm×100cm以上）とする。 

 

 第４章 検査及び成果品 

 （検査等） 

第１８条 受託者は、本業務の実施に当たり、地籍調査事業工程管理及び検査規程に基づき、工

程ごとに委託者が指定する工程検査者の指示する帳票等を提出し、検査を受けなければならな

い。 

２ 受託者は、工程検査及び完了検査において、過失又は粗漏に起因する誤りが判明した場合は、

速やかに、再測、補測等を受託者の負担において実施するものとする。 

３ 本業務は、成果品に業務委託完了報告書、納品書等を添えて提出し、検査に合格した時点を

もって完了とする。 

４ 本業務は、静岡県検査及び会計検査院検査を経て完結するため、受託者は各検査に協力する

ものとする。 

 

 （成果品） 

第１９条 成果品の様式等は、関係法令等によるものとし、電子データのファイル形式は、委託

者の指定する形式とする。 

２ 本業務で納入する成果品は次に掲げるとおりとし、各成果品は、報告書（Ａ４版）及び電子

データ（ＣⅮ－Ｒ）に納め各１部提出するものとする。 

作業工程等 成果品 

(1) 一筆地調査（Ｅ-１） ① 関係機関との協議書 

② 地元説明会記録 



(2) 一筆地調査（Ｅ-２） ① 一筆地調査図素図 

② 地籍調査票 

③ 作業日誌 

④ 問題点報告書 

⑤ 土地所有者一覧表 

⑥ 法務局備付公図写（地積測量図含む） 

⑦ 土地登記簿写し 

⑧ 一筆地調査図 

⑨ 地籍境界調査票（都市部官民境界等先行調査用） 

 （成果品の帰属） 

第２０条 本業務における成果品は、すべて委託者に帰属するものとし、受託者は委託者の許可

を得ずに使用してはならない。 


